９･２３　韓国日本大使館前　声明文

韓日協定文書の公開なしに東アジアの平和共同体はない。

弁護士　崔鳳泰
54年間続いてきた日本自民党の長期政権がついに終わり、去る16日民主党政権が出帆した。 

小選挙区制の導入、自民党の腐敗、執権与党の新自由主義導入による貧富格差の拡大など、衆議院選挙での民主党圧勝の背景を囲み、色々な分析があるが、一言で言えば、55年冷戦共助体制では、これ以上冷戦が終息した現時代と合わないので、変化を招来したものと見るべきだろう。 

民主党鳩山総理は、まず対米優先の外交から抜け出て、アジアを重視する外交路線を闡明にすることと共に、東アジア平和共同体を主唱している。 

　周知のようにヨーロッパでは国民主権国家の時代を越え、EU共同体を形成して発展している。 このような歴史の波が、ついに東アジアに流れて入ってくるのは歴史的必然に見える。 

だが私たちはヨーロッパ共同体の形成で、ドイツの戦後清算がヨーロッパ国家間信頼の基礎を作ったという、歴史的事実を忘れてはならないだろう。鳩山総理の東アジア平和共同体もまた、日本の戦後清算が正しくなされずには、縁木求魚になるだろう。 

そのような点から鳩山総理は、冷戦共助から平和共助に進むにあたって、最も先決の課題は55年冷戦共助時代に作られた韓日関係の最大問題点、すなわち日帝被害者の権利を封鎖した誤ちを、即刻是正することにあるという点を認識しなければならない。 

ご存知のように‘韓日協定’は冷戦時である1965年に、日帝侵略に対して一切反省すらない日本の支配勢力と、民主的正統性もなくクーデターで政権を握った韓国の支配勢力が、米国の冷戦戦略によって結んだものだ。なので韓日協定は、日帝の植民支配に対する歴史認識の一致さえ見られないまま、今まで互いに便利なように各々が解釈して来たのだ。 

それでまだ日本は、‘韓日合邦’条約が適法だと主張し、‘独島（ドクト）は日本の地’と相も変わらず主張しているのだ。合わせてこのような韓日間冷戦共助勢力による最も大きい犯罪は、まさに日帝被害者の権利救済問題が、彼らによって踏みにじられたということだ。

したがって日本の民主党新政府の出帆により、冷戦共助時代の韓日関係基本枠である韓日協定を再び法律的に分析して、その問題点を糾明し、その代案を模索することが焦眉の課題になった。 

代表的に▲韓日合邦が適法なのか不法なのか、▲日本軍慰安婦問題をはじめとした重大な人権侵害問題が、韓日協定によって解決されたのか、▲現在日本で保管中の莫大な日帝被害者の供託金は、どのように解決されるべきなのか、▲日本が今でも支給している厚生年金脱退手当金の場合、相変らず現在の貨幣価値でなく当時の価値で支給する蛮行を容認するのかなど、韓日間には韓日協定が残した、法律上の色々な熱い懸案が残っている。 

もし北朝鮮と日本が1965年の韓日協定方式によって修交することになれば、こういう問題は南北が統一された後、最も至急に解決するべき課題として残るだろう。

周知のように法治主義国家で、被害者が誰を相手に自身の権利を主張しなければならないのかを曖昧にすることほど、重大な人権侵害はない。現在、韓国の日帝被害者たちは、誰を相手に自身の権利を主張するべきなのか、まったく知る術がない。

もし韓国政府に責任があるのなら韓国政府が、日本政府に責任があるのなら日本政府が、その責任を負うことが法治主義の根幹だ。もしも日本政府の法的見解と韓国政府の法的見解が違うのなら、法的見解の一致のため互いに協議して、必要ならば仲裁を通じて、平和的に紛争を解決することが望ましい。

このような作業は韓国と日本、どちらか一方に有利で不利なのかを争う性格でない。法治主義を実現するのは韓国はもちろん、日本のためにも助けになるからだ。 

韓日過去事問題解決の出発点は、1965年韓日会談文書の全面公開だけが解答である。

（翻訳　李　洋秀）
